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Ⅰ．はじめに

従来、貧困問題は先進国においては過去の問題として扱われることが多く、それは遠くアフリカ

などの開発途上国が直面している問題として捉えられてきた。それが今日では、地球上における最

優先課題の一つとなっており、貧困は開発途上国と先進国の共通する課題となっている。事実、豊

かなアメリカが直面する大きな課題のひとつとして貧困や様々な格差の深刻化があげられ、それを

取り上げた書籍が数多く出版されている（エーレンライク、2006；シプラー、2007；クルーグマン、

2008；堤、2008など）。アメリカにおける貧困問題は、2005年８月のハリケーン・カトリーナの自然

災害まで「見えない貧困」「見えにくい貧困」と周縁に押しやられていたが、それがカトリーナに

よってあまりにも「受け入れがたい状況」として現れることとなった。多くの貧しい人々が車社会

のアメリカで、生活必需品とも言える車を持っていないなどの理由で犠牲者となったのである

（Pyles, 2006）。このような状況を目の当たりにした一般市民は、多くのマイノリティの人々が避難

できずに取り残された映像から大きな衝撃を受けた。しかし、その後、被災地で泥棒や略奪が起き

だすと、このような「災害被災者」は、自分で避難することができなかった「失敗者」「自助努力に

欠けた人」として見られるようになったのである（Dyson, 2006）。ハリケーン・カトリーナ１は、日

常的には「見えない貧困」が自然災害を通して「見える貧困」として映し出すとともに、アメリカ

社会に存在している貧困問題、人種差別問題、階層問題、それに加えて個人責任や自助努力という

考えが強く支配する社会を浮き彫りにした出来事といえる。

OECD の報告書によると、2000年後半のアメリカの貧困率は先進諸国の中でも最も高く17.3％であ

る２（OECD, 2011）。これまでの貧困対策は、低所得者や貧困者を対象とした所得保障を中心とする

多数の現金給付および現物給付の提供を通して生活を支えるものが中心である。これに対して、経

済活動と社会統合を目指す「社会開発」の考え方に基づく「資産ベース福祉政策（Asset-Based 

Welfare Policy: ABWP, 以下 ABWP）」と呼ばれる貧困対策アプローチへの注目が高まっている。

ABWP は、1990年代からアメリカのワシントン大学社会福祉大学院・社会開発研究所のマイケル・

シェラデン（Micheal Sherraden）３ が中心となって研究を進めてきたものである。従来、中間層を中

心に行われてきた資産形成政策を低所得者層に対しても資産形成の機会を通して、「アメリカン・

ドリーム」を達成する機会を促進しようとするもので、最低レベルの生活を維持する支援から長期

的なライフプランを可能とする社会開発的および社会的排除から包摂へのアプローチといえる。日

本では、少数の貧困研究者（岩田、2008; 丸尾、2003；野田、2009；斉藤、2006）によって取り上げ

られているが、社会開発の視点から資産ベースの福祉が十分に検討されているとはいえない。そこ

で、本稿では、まず社会開発に関する国際的動向と貧困に関する概念を整理する。それを踏まえた
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上で、アメリカのソーシャルワークにおいて社会開発がどのように取り組まれてきたのか、その代

表的な考え方と実践モデルについて述べる。次に、社会開発を促進する「資産ベース福祉政策」を

取り上げ、ABWP の背景について人種間の資産および所得格差に焦点をあてて把握する。最後に、

ABWP の代表的なプログラムである個人開発口座（Individual Development Account: IDA）とその他

諸国の ABW プログラムの動向についていくつか紹介したい。

Ⅱ．社会開発の国際的動向

（１）　国連社会開発サミット
1995年にデンマークのコペンハーゲンで開催された「国連社会開発サミット」は、それまでの経

済成長優先の「歪んだ開発」から、全ての人間の福祉（well-being）の向上を目標とする「社会開

発」の重要性を再確認した会議であった。社会開発サミットでは、世界が直面する１）貧困削減と

撲滅、２）生産的雇用と失業の削減、３）社会的統合といった３つの社会問題を取り上げ、このよ

うな問題に地球的な解決策を見いだす目的で開催された。この観点からも大きな意義のある国際会

議であり、経済開発と社会開発という概念の統合化という新たな開発に関する方向付けが合意さ

れ、安定・安全・公正な社会の発展を目標とするものであった。この共通の目標達成のために、社

会開発に関する原則と10の公約を含むコペンハーゲン宣言とそのための100条からなる行動計画に

参加国が合意したものである。

原則： 我々国家元首および政府首脳は、人間の尊厳、人権、平等、尊敬、平和、民主主義、

相互の責任及び協力に基づき、様々な宗教的、民族的価値と人々の文化的背景を充

分に尊重する。従って、我々は、国内・地域・国際的な政策及び行動において、す

べての人々の完全参加に基づいた社会的発展・公正・生活状況の向上を最優先課題

とする。

コペンハーゲン宣言の10公約：

 • 絶対的貧困を根絶する。

 • 完全雇用を基本的政策目標として支持する。

 • 安全で安定的で公正な社会を促進する。

 • 男女間の平等と公平を達成する。

 • 教育普及と万人にとっての高い健康水準を促進する。

 • アフリカと後発開発途上国の開発を援助するために特別な考慮をする。

 • 構造調整計画に社会開発目標を含めるようにする。

 •  人々が社会開発を達成できるような「経済的・政治的・社会的・文化的・法律的

環境」を創出する。

 • 社会開発に利用できる資源を増大する。

 • 国連を通した社会開発促進のための国際協力を強化する。

 出所：国連広報センター、1995年

言い換えると、社会開発は、生計、所得、健康、教育および安全という個人レベルの生活において

不可欠なニーズに焦点を当てた「人間中心」の開発戦略である。そのためには健全で均衡のとれた

経済発展、社会政策、民主主義および社会正義の実現、社会的弱者を含む全ての人々の参加、社会

44

言語文化論究 272



統合、平和や人権保護を促進する社会形成を目標としている。このような社会を実現することは、

開発途上国に限らず、先進国においても貧困や不平等の拡大が深刻化している状況を踏まえると、

すべての国々が緊急に対応すべき重要なテーマといえる。

（２）社会開発サミットの意義
社会開発サミットには、世界の120 ヶ国の首脳と NGO の代表者など約2,300人が参加し、社会開発

にスポットを当てた最初の国際会議であった。サミット開催の背景には、絶対的貧困者の存続、経

済不況からの失業者や貧困者の増加などが存在し、貧困は先進国や開発途上国を問わず世界が緊急

に取り組まなければならない優先課題であるという共通認識を確認する機会でもあった。サミット

の討論を通して、自由市場経済に対する評価の対立が明らかにもなった。その一方では、社会開発

推進のために「軍事優先から国民生活優先の政治への転換」や開発途上国の公的予算の20％および

公的開発援助（ODA）の20％を基礎的社会サービス（教育、保健、安全な水、家族計画など）に割

り当てる「20−20イニシアティブ」が提唱されている。この目標を達成するための各国政府の政治的

コミットメントが確認されているが、いまだに十分な活動が効果的に実施されているとは言いがた

い状況である。

しかしながら、サミットの開催によって「貧困」が「国際的優先課題」として位置づけられた意

義は大きいといえる。「貧困」はいまや特定の国、特定の地域、特定の人々の抱える問題から社会全

体、全ての人々の生活水準や安定に影響を与える問題だと確認され、その解決のために社会開発は

経済開発と同様に重要だと認識されたのである。先進国においても今までに経験したことがないよ

うな「新たな貧困」が生み出されている。このような状況に対応するため社会開発サミットの提示

する「持続可能な人間開発」パラダイムは、１）次世代の人がその潜在能力を最大限に発揮できる

ようにする、２）貧困に目を向け、所得配分、不平等に関心を持つ、３）環境を重視し、貧困を削

減させ、生産的雇用を拡大させ「すべての人々の社会」を重視するアプローチである。この点から

も社会開発サミットは、経済成長主導型の開発から人間を中心に捉えるバランスのとれた開発への

重要性が確認された重要な会議となった。

Ⅲ．貧困の概念

社会開発サミットで地球規模の貧困削減を押し進めることが再認識され、それは2000年の国連ミ

レニアム開発目標においても最初に掲げられた重要課題である。これまで貧困問題と言った場合、

開発途上国の「飢餓」であったり、「学校に行けず働いている子ども達」や「農村及びスラムにおけ

る貧しい人々」、また、日本では「戦後の日本で食べるものがなかった状態」という文脈で考えられ

ていることが多かったのではないだろうか。その理由として、一般的に先進諸国ではすでに「生き

るか死ぬか」という生存レベルでの貧困は存在しない、もしくは過去の問題という前提があるだろ

う。しかし、今や貧困はアメリカや日本においてもホームレスやワーキングプアなどの社会問題と

して深刻化している社会的な経済的な問題である。それまで豊かな国において見えない（あるいは、

見ようとしなかった）貧困は、今では「貧困の再発見」や「新たな貧困」、格差や不平等、社会的排

除との関係で頻繁に取り上げられている（岩田、2007、2009；青木・杉村、2007）。貧困研究の第一

人者である岩田は貧困と格差の違いについて、貧困は「社会にとって容認できない」という価値判

断を伴う言葉で、格差は「ある状態」を示す言葉であると述べている（岩田、2007：178）。実際、グ

ローバル化が進む現代社会をみると、高所得と低所得の人々といった「格差」が存在している。そ
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して、また「貧困」は格差が存在する社会において、そのあってはならない生活水準以下を貧困と

捉え、それを無くすために社会が改善、変わっていかなければならないという考え方である。貧困

の特徴として、低所得であることや就労機会の不足などの経済的側面、教育機会の欠如やヘルス・

ケアへのアクセスの問題を含んだ社会的貧困や、市民権や人権を否定された時などの政治的側面も

含んでいる多面的な側面があげられる（Kilty, 2006）。

（１）絶対的貧困と相対的貧困
それでは、「貧困」とは何か、どのような方法で把握するのか、どのようなレベルの状態をさすの

か。「貧困」に関する概念は多様で、いまだに一定の合意に至っていない。そのため、貧困の定義も

多く存在し、貧困概念や定義は今も貧困研究において広く議論されている状況である。ここでは、

貧困に関する主要な概念と一般的に用いられている貧困基準についてみていきたい。

貧困の捉え方には、大きく絶対的貧困と相対的貧困の２つの概念がある。絶対的貧困とは、人間

らしい生活を送るために必要な最低限生活水準（主に衣食住など）を算出し、それ以下で生活する

人々を絶対的貧困状態と捉える概念である。イギリスのシーボーム・ラウントリー（B. S. Rountree）

によって提案された。先に述べた開発途上国の飢餓や貧困が原因の児童労働や人身売買などの貧困

がこれに該当するであろう。開発途上国の貧困を議論するときには、世界銀行の１日の生活費が

1.25ドルあるいは２ドル未満を貧困の定義が使用されることが多い。2005年の世界銀行の統計による

と、世界人口60億人のうち１日1.25ドル未満で生活している人々は14億人、また全人口の約半数にあ

たる26億人が１日２ドル未満で生活している（World Bank, 2009）。この貧困の捉え方は、「絶対的貧

困」の概念に基づいている。

一方、相対的貧困は、人々が社会の一員として生存するための最低限生活水準に着目した考え方

である。これは、イギリスのピーター・タウンゼント（Peter Townsend）によって提案された貧困

の捉え方で、生活様式からの剥奪（Social deprivation）の概念を用いたものである。それは、人がた

とえ生存維持に必要な財を持っていても、社会の中で広く共有されている「標準的な生活」から剥

奪された状況（社会的剥奪）にいる場合、生活様式や習慣から社会的に排除された場合を貧困と見

なす考え方である（1993）。具体的には、衣食住などの基本的ニーズに加え、教育、友人との付き合

い、レクレーション、社会活動への参加などを含んでいる。これを説明するのに、タウンゼントは

「お茶」を取り上げている（岩田、2007：41）

お茶は、栄養的には無価値であるが、国によっては経済学者達によってすら、“生活必需

品”として一般的に受け入れられている。このような国の人にとってお茶をのむことは、

一生を通じての習慣であり、心理的には必要不可欠なものである。そして、友達や近隣の

人々が訪れた時、一杯のお茶を供されるのを当然としている事実から見て、お茶は社会的

にも必要であることが分かる。

このような視点から貧困を考えた場合、日本では友達と日本茶とせんべいや饅頭を食べられない状

況や出せない状況、従って近所付き合いがしづらい状況だと捉えることができるだろう。

相対的貧困の概念を基準と貧困の捉え方は、一般的に OECD などの国際機関や先進国において使

用されることが多い。OECD の相対所得貧困基準は国際比較で頻繁に用いられており、手取りの世

帯所得を家族数や家族構成の違いを調整しどの世帯の所得も比較できる様にしたもので、その中央

値の50％を貧困ラインと定めたものである。この「所得」を軸とした貧困ラインに対する批判も多
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いが、この貧困基準を用いることによって国際比較が可能な点の意義は大きいといえる。一方、ア

メリカの厚生労働省調査局は毎年貧困者人口を統計的に把握するために世帯数及び州によって貧困

ラインを定めている。2011年の４人世帯家族の貧困ラインは年間所得22,350ドル４と発表されており、

この貧困ラインが公的扶助を受ける際の受給認定の要件となる。代表的なものには、ヘッドスター

ト、低所得世帯光熱費扶助、こども医療保険制度、フードスタンプ、女性・幼児・子ども向け特別

補足栄養プログラム、全米学校給食プログアム、エネルギー補助、ジョブコープなどが含まれる。

したがって、貧困ラインがどの水準に設定されるかが政策的に重要な意味を持つことになる。

（２）潜在能力と貧困
貧困を個人の「潜在能力の欠如」として捉えたのが経済学者アマルティア・セン（1998年ノーベ

ル経済学賞受賞）である。貧困の多面的な側面に着目している。例えば、障害を持っている人と貧

困の関係を見てみよう。貧困層の約20％が障害者であるとされ、障害者になると貧困になるという

悪循環が存在する。このような状況で、障害を持っている人の貧困を所得の欠如、低所得といった

経済的側面だけで判断するのは適切なのか。病気の人やマイノリティの人の場合も同じで、所得だ

けでは貧困の実態は見えない。貧困に陥らないための十分な所得な所得と個人的要因や社会環境の

関係をいかに捉えるのか。このような問いに対して、貧困や不平等を理解するための重要な概念と

して「ケイパビリティ（潜在能力：capability）」を提唱した。「ケイパビリティ」とは、人々が選択

することのできるいろいろな「機能」の集合として定義され、機能とは、個人の福祉（well-being）

の状態で、具体的には「適切な栄養を取る」、「医療や居住が満たされている」、「予防可能な病気に

かからない」、「教育をうけている」などの基本的ニーズに関わることから、「コミュニティの一員と

して社会生活に参加する」、「自尊心をもてる」、「安心してくらせる（治安が良い）」、「差別がない」

などといった状態や行動までを意味しており、機能の集合が小さければ、それだけ潜在能力も小さ

くなると述べている（セン、1999：172）。つまり潜在能力は、どのような生活を選択できるのかと

いう個人の「自由」を表している（セン、1999：60）、と捉えるアプローチだといえる。

さらに、センは潜在能力とは個人の持つ基本的な財を利用して、個人がどのような暮らしを送る

ことができるかという「自由（選択）」を意味すると説明している。それは同時に、個人が生活する

社会的、政治的、経済的機会によって異なり、規制されることでもある。したがって、センは貧困

を個々人の必要最低限の水準に達するために必要な「潜在能力の欠如した状態」として捉えている

のである。

例えば、所得や資産のある人が、株や事業で失敗し自己破産の状態になった場合、センはその人

を「貧しい」と見ることはおかしいと問いかけている。この人は、所得貧困ではなく、経済手段や

選択があったにも関わらず困窮に陥ってしまったケースである。また、聴覚障害者で高校まで終了

した人の例を考えてみたい。彼／彼女は健聴者と同レベルの教育をうけているが、いざ就職となる

と手話通訳の問題や他の社員とのコミュニケーションなど雇用者が抱える問題で採用になかなかつ

ながらない。これは、身体障害が教育を受ける機会や所得を得る機会の選択の幅が狭いことを意味

する。センは『不平等の再検討』のなかで、経済的手段の欠如している人や高齢者・女性・マイノ

リティなどの社会的に不利な立場にいる人々のさまざまな例をあげ、社会に存在する差別や偏見な

どの要因が一層潜在能力の幅を狭くしており、その結果、貧困に陥る率が高くなることがあること

を指摘している。このようなセンのアプローチに対して、機能に関する情報の入手困難さを指摘し

た批判も少なくない。

貧困を考える時、確かに従来の所得水準は貧困に影響を及ぼすひとつの要因であることに議論の
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余地はないだろう。しかし、貧困をもっと広い視点で、人々の生活や福祉（well-being）という観点

から捉えようとすれば所得だけでは多面的な特徴を持つ貧困や不平等の実態をみることは充分では

ない。センが提案する「ケイパビリティ・アプローチ」は、所得以外の重要な要因である個人の多

様な身体的な特徴、条件、経済社会的要因にも着目しており貧困に対する新たな観点を提示してい

る点でその意義は大きい。

Ⅳ．社会開発とソーシャルワークとの接点

ここから、先に述べた社会開発とソーシャルワークの接点について整理していきたい。アメリカ

におけるこの社会開発の用語や考え方は、1980年代から小数の国際機関での勤務経験者や途上国出

身の社会福祉およびソーシャルワーク研究者の努力の成果と言えよう。その中でも社会開発の先駆

的研究者の一人であるミッジリー（James Midgley）は、社会開発を以下のように定義し、その特徴

を次のように整理している（Midgley, 1995：25-28）。

社会開発とは、経済開発のダイナミックなプロセスに関連づけられながら、全ての人々の

福祉（well-being）を促進するように策定された計画的な社会変革のプロセスである。

社会開発の特徴：

１） 慈善やソーシャルワークと異なって、社会開発は個人に物やサービスを提供するもの

ではなく、処遇やリハビリを行うものではない。

２） コミュニティや社会に焦点を当てて、より広い社会家庭と社会構造を扱うものであ

る。

３） 社会開発アプローチは総合的かつ普遍的である。

４） 貧困者に限定せず、全ての人間の生活の質の向上を追求するものである。

５） 成長と変化のプロセスを含むダイナミックなものである。

６） 開発プロセスを積極的に推進することによって、固定的な状況を超えようとするもの

である。

７） 社会開発活動と経済開発活動を結びつけようとする。

８） 社会開発と経済開発はコインの両面である。どちらが欠けても無意味な歪んだ開発と

なる。

社会開発は、福祉の対象を全ての人々とし経済的活動と結びつけ、従来の「救済的」な社会政策

や「治療的・臨床的・サ―ビス提供」型のソーシャルワーク実践の枠を超えた新たな枠組みを提示

している。これまでの経済成長重視の政策が、一部の特定の人々だけに利益の増進し、貧富格差を

拡大した「歪んだ発展」への批判である。それでは、どのような政策がもとめられるのか。それに

対して、ミッジリー（1999）は以下のような新しい政策の必要性を強調している。

１） 経済政策と社会政策が適切に統合されるような政府組織と制度の構造が必要である。

２） 経済政策はすべての市民の社会福祉（well-being）を増進することが必要である。

３） 社会政策は、従来の消費志向・資源再配分に基づいた考え方を超えて生産・投資志向

型の政策への転換が必要である。
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次に、社会開発の概念とソーシャルワーク実践をモデル化する試みをエリオット（Doreen Elliott）

とマヤダス（Nazneen D. Mayadas）が行っているので見てみたい。彼らは、従来の治療的アプロー

チから国際的、多文化共生、エンパワーメント、ストレングス、民主主義、参加を重視するソーシャ

ルワークのパラダイムシフトの必要性を主張し、その実践モデルとして社会開発モデルを提示して

いる。それは、（１）社会的投資、（２）経済活動への参加、（３）政治的エンパワーメント、（４）人的

資本への投資の４実践領域に整理されている（Elliott & Mayadas, 2005：641-647）。

（１） 社会投資：この分野のソーシャルワーク戦略は、地域内のインフラを整備するための

計画および政策に関わる活動を意味する。例えば、適正価格の住宅不足が多くの先進

諸国において緊急に取り組まなければいけない課題の一つであるため、そのような公

的住宅の確保は、特に低所得者、マイノリティの人々にとって重要である。住宅確保

は、ホームレスへの防止、犯罪や非行などの社会的コストの抑制にもつながる。都市

部や農村部における平等な教育機会や働く母親のための保育園の充実、さらには貧困

の人々の安全な居住環境なども含まれる。このような問題の解決に向けて、時には

ソーシャルワーカーは、地域、国、国際レベルでのソーシャルアクションおよび参加

を通したマルチレベルでの活動が必要となる。

（２） 経済活動への参加：社会の中で最も弱い立場や抑圧された人々を対象に、人間の尊厳

と社会正義の実現を目的とする。しかし、近年のソーシャルワーク実践は、実際には

社会開発システム

・交通 
・公共施設 
・住宅 
・環境 
・教育 
・チャイルド・ケア 
・医療保健 
 

・社会及び経済政策と
の連繋 

・小規模融資 
・資産形成 
・IDAプログラム開発 
・マイクロエンタープ
ライズ・イニシアテ
ィブ 

・労働市場への統合 
・職業創出 

・アドボカシー
・社会正義 
・エンパワーメント 
・市民権 
・資源への平等なアク
セス 

・参画型計画及び意思
決定 

・ストレングス視点 
・意識向上 
・ セルフ・ヘルプ/ 
 相互援助 
・自己解放 
・社会的解放 
・多文化共生/理解 

社会投資 経済活動への
参加 

政治的エン
パワーメント

人的投資 

◆ 平和と社会的正義のための持続可能な社会及び
人間開発 

◆ 人々の幸福のための個人とコミュニティーへの 
エンパワーメント

図１　ソーシャルワークの社会開発モデル

出所：Elliott & Mayadas, 2005, p.642
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貧困や差別から生じる問題に対処する実践が中心となっているため、貧困問題の根源

に対して積極的に実践しているとはいえず、貧困者への「生計向上」を目的とする経

済開発分野における支援活動は限定されている状況である。それは、先にミッジリー

が述べているようにソーシャルワークは慈善的、治療的、チャリティー、サービス提

供を重視してきた傾向が強かったことも事実であり、アメリカ社会に強く根付いてい

る個人主義が原因であるかもしれない。貧困者の大多数は、労働市場における「２重

構造」の問題に直面し、諸手当無しの最低賃金、パート、非正規雇用で就労している。

このような問題はソーシャルワーク実践への新たな課題だといえる。それには、エン

パワーメント実践を中枢とする経済活動も含めた人的開発アプローチへの転換を必要

とし、その中にはバングラデシュのグラミン銀行のようなマイクロクレジット（少額

融資）や「資産形成」とその代表的プログラムの「IDA（個人開発口座）プログラム

開発」を含んでいる。

（３） 政治的エンパワーメント：ソーシャルワークの多くのクライエントは孤立した状況で

生活している。交通手段や意欲がなく投票に行けないなど政治に参加していない人々

が多いばかりでなく、多くは彼らの声は聞こえないし意味を持たないと思っている。

政治不参加は、差別の体験、不平等な機会、更には警官、移民局や福祉事務所の人々

からの差別や不適切な対応に根付いている。従って、アドボカシー活動、社会正義の

ための運動、当事者のさまざまな委員会や自治会への参加などを支援していくことが

必要である。そのためには、女性やマイノリティのリーダー、議員、代表者を選出す

ることも重要である。特に重要な住宅政策においては、低所得者や貧困者の生活を改

善するためには当事者の視点を政策へ組み込む事が不可欠となり、そのための活動も

必要となる。社会的に弱い立場にいる人々への支援と政治は切り離せない。

（４） 人的開発：社会開発アプローチは、ストレングスを重視した実践、エンパワーメント、

エコロジカルシステム、人間—環境アプローチなどを通して人間開発を進める。治療的

なアセスメントから意識覚醒、自己解放、社会解放を含めたアセスメントが必要であ

る。専門家が使う用語を一つ取っても、例えば、犯罪、身体、性的、精神的な被害を

受けた人を「被害者」から「生存者」と呼び方を変えることも根本的なパラダイムの

変化とともに重要といえる。

Ⅴ．資産ベース福祉政策

（１）　資産ベース福祉政策の背景：資産格差の拡大
貧困問題に関するこれまでの議論は、短期的な毎日の生活に必要な所得の維持を中心とした「所

得保障」に着目して展開されてきた。所得保障プログラムには、社会保険、税額控除、資産調査を

必要とする公的扶助が含まれ、全米で多数のプログラムが貧困者および低所得者を支援している。

それは、所得、財、サービスを通して貧困者の福祉を向上させようというものである。しかしなが

ら、このような福祉政策は十分な成果をあげているとはいえず、依然として所得移転前の貧困率は

高い状態である。例えば、2008年の貧困率は13.2％、社会的に不利な立場の子どもやマイノリティの

その率はさらに上昇傾向がみられ、特にアフリカ系子どもの約50％が貧困な状態で暮らしている

（Karger & Stoesz, 2010）。

貧困率が高い理由の一つは、低所得者を対象とする所得移転プログラムの予算配分が不十分な点
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があげられる。例えば、2007年の政府予算をみると、予算の18％が貧困者への公的扶助プログラム

に支出されている一方で、中高所得層が対象となっている社会保障、メディケア、教育などのプロ

グラムへは２倍以上の43％が支出されている（Dye, 2008：94）。このような政府支出の配分率は批判

を受けながらも、今でも維持されている状況である。

別の貧困の要因として「資産の剝奪」に注目した動きが1980年代後半から始まっている。代表的

な研究は、ソーシャルワーク研究者でワシントン大学社会開発センター５ 創設者のマイケル・シェ

ラデン（Michael Sherraden）らによって進められている。シェラデンは「資産形成」６ を通して低所

得者の能力開発（development）の促進と福祉（well-being）の向上をサポートする福祉政策の必要

性を主張している。シェラデンによると、資産ベース福祉政策は、１）将来への人生設計、２）経

済的自立の促進、３）市民としてのコミュニティ及び社会への参加、４）社会的影響、５）子ども

たちの福祉の推進などの効果が見込まれる。このアプローチは、資源の再配分を中心とした所得保

障政策を否定するものでなく、それを補完するものとして位置づけされており、彼は２つのアプ

ローチの違いについて以下のように説明している（Sherraden, 1991：6）。

福祉政策の転換を提案する第一の理由は、所得は消費（生活）を維持する目的があるが、

資産は人々の考え方や社会との関わりも変える点にある。資産を得ることは、人々が長期

的な目的へ向かい、将来へ向けての人生設計を始めることである。

さらに、資産が人々の福祉（well-being）の状態や経済状態を把握するための重要な指標である理由

として、１）現金化が可能なこと、２）経済的困窮に陥った時に対応できる手段となること、３）

家の所有は新たな利益をもたらすこと、４）民主主義社会における「力」（政治的に重要な役職には

経済力のあるエリートが多い）は資産力と関係していることがあげられている（Wolff, 2001）。

この資産をベースにした福祉アプローチの背景には、前の説で見たようにここ数十年間における

アメリカ社会の富裕層と貧困層の格差が拡大している状況がある。ここでは、特に人種間（白人と

アフリカ系アメリカ人）に焦点をあてて所得と資産の格差についてみていく。まず、所得について

みると、マイノリティの白人に対する所得比率は上昇しては改善されているものの、2007年の世帯

中間所得は白人が64,427ドルであるのに対して、アフリカ系は40,143ドル、ヒスパニック系は40.566

ドルと未だに２万ドル以上の差がでている（表１）。この額は、白人所得の約62％である。

人種間の資産格差については、すでにオリバー＆シャピーロ（1995）が懸念を示しているように、

表１　人種・民族別にみる中間世帯収入の推移 （1947-2007）

白人世帯との比較（％）

年 白人 アフリカ系 ヒスパニック系 アフリカ系 ヒスパニック系

1947 $25,635 $13,106 n.a. 51.1％ n.a.

1967 $44,693 $26,461 n.a. 59.2％ n.a.

1979 $54,403 $30,807 $37,714 56.6％ 69.3％

1989 $58,083 $32,628 $37,854 56.2％ 65.2％

1995 $57,612 $35,084 $33,192 60.9％ 57.6％

2000 $63,849 $40,547 $41,469 63.5％ 64.9％

2007 $64,427 $40,143 $40,566 62.3％ 63.0％

出所： Mishel, Bernstein, & Shierholz, 2009, p.50 より一部抜粋
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白人の中間資産は118,300ドルに対し、アフリカ系はその10％の11,800ドルの資産しかない。さらに、

資産ゼロか負債を抱えているアフリカ系世帯は白人世帯の2.3倍の高さとなっている。資産の中でも

金融資産についてみると、格差はさらに拡大しアフリカ系世帯の中間金融資産の300ドルは白人世

帯の36,100ドルの１％にも達していないことがわかる。言い換えると、白人はアフリカ系の約120倍

の金融資産を持っていることになる。また、資産の中でも最も重要な持ち家の所有率を見た場合、

白人74.3％、アフリカ系48.4 ％、ヒスパニック系47.3％、アジア系52.9％、ネイティブ・アメリカン

55.0 ％となっている。ここで示したデータからも資産と人種・民族ステータスが深く結びついてい

ることが読み取れる（キース、2004）。

資産格差がここまで拡大した理由はなんであったのか。その一つとして、アメリカの資産形成を

奨励する政策によるものが指摘されている。事実、1980年以降の税控除や免除、住宅ローン金利に

おける交付金、個人退職口座（IRA）と401k などの拠出上限引き上げなどの優遇政策によって、中

高所得層の資産は増加している。つまり、制度や政策自体が資産格差を生みだしていることになる。

それは例えば、重要な資産である持ち家についてみると、アメリアの税制度では住宅ローンの利子

は控除される。しかし、低所得者は住宅ローンがないことが多くほとんどが受益者となっていない

ため、このような政府が奨励する資産蓄積の政策から排除されてしまうこととなる。結果、資産を

持つ者と持たざる者の格差がさらに拡大したと解釈できるだろう。

このような現状を踏まえ、資産ベースの福祉政策は、中高所得層が恩恵を受けている資産形成の

政策を低所得層へも拡大しソーシャル・インクルージョンを目的としている。貧困者と低所得者を

対象に資産形成の支援を通して、教育や職業訓練などの人的開発の強化、安定した生活の基盤とな

る家の購入や生産的経済活動のための小規模ビジネスの開業、さらに全ての人々の地域コミュニ

ティへの参加を促進するものである。これまでの連邦政府による資産ベースを奨励する政策の対象

外であった人々へも「アメリカン・ドリーム」を達成する機会を拡大するとともに（Sherraden, 

2005）、社会開発の目的であるすべての人々の福祉を向上させるアプローチといえる。

このアプローチは貧困と人間の福祉について新たな視点を提起するアマルティア・センの「潜在

表２　人種・民族別にみる資産の推移（1983-2004）

1983 1989 1992 1995 1998 2001 2004

中間資産
　アフリカ系 $5.50 $2.50 $13.90 $9.10 $11.60 $11.40 $11.80

　白人 82.90 98.40 82.60 75.60 94.60 113.50 118.30

　アフリカ系 / 白人 0.07 0.03 0.17 0.12 0.12 0.10 0.10

資産無・負債
　アフリカ系 34.1％ 40.7％ 31.5％ 31.3％ 27.4％ 30.9％ 29.4％

　白人 11.3 12.1 13.8 15.0 14.8 13.1 13.0

　アフリカ系 / 白人 3.0 3.4 2.3 2.1 1.9 2.4 2.3

中間金融資産
　アフリカ系 $0.00 $0.00 $0.20 $0.20 $1.40 $1.20 $0.30

　白人 23.10 31.20 25.40 22.40 43.60 44.90 36.10

　アフリカ系 / 白人 0.00 0.00 0.11 0.01 0.03 0.03 0.01

注　：金融資産は流動的および半流動的な投資信託、債券、年金など。

　　　アフリカ系／白人とは、白人世帯に対するアフリカ系世帯の割合を示したものである。

　　　単位：千ドル

出所： Mishel, Bernstein, & Shierholz, 2009, p.271より一部抜粋
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能力」を強化する一つの政策として捉えることもできるだろう。センは、「貧困とは受け入れ可能な

最低限の水準に達するのに必要な基本的な潜在能力が欠如した状態としてみるべきである」（セン、

1999, p.172）と述べ、アメリカのような豊かな社会の貧困はそれ自体が潜在能力の障害となるとも指

摘している。それは、アメリカ社会において他の人と同じようなライフスタイルが持て地域社会へ

参加するためには自動車、家（アパート）、テレビ、パソコン、携帯電話などを持つことが必要と

なってくる。どれだけの困窮生活にいる人々がみたせるか。このような状況について、センは以下

のように述べている（セン、2000：101）。そうであれば、アメリカのように貧困から脱する支援が

乏しい国では、開発途上国で貧しい者よりも物的・精神的にもっと過酷な状態におかれているのか

もしれない。

所得で見た相対的欠乏は、潜在能力の絶対的欠乏を生じさせる可能性がある。豊かな国で

相対的に貧しいことは潜在能力という点で大きな不利になり得る。ある人の所得の絶対額

が世界基準でみて高くてもである。一般的に豊かな国では同じ社会的機能を達成するため

の商品を買うのにより多くの所得が必要である。

さらに、センは教育について、より良い基礎教育は所得貧困から自由になる能力も増大させる、

とその重要性を言及している。このように貧困を捉えた場合、貯蓄や資産は潜在能力を高めるため

の重要な要因だと考えられる。それは、所得保障政策だけは低辺層の人々を貧困から脱却させ、彼

らの福祉の向上やセンのいう機能および潜在能力を高めることは難しいことが言える。この点から

も資産ベースの福祉に着目する意義は大きいと考える。

（２）個人開発口座（Individual Development Account: IDA）
資産ベース福祉政策の代表的なプログラムに個人開発口座プログラム（以下、IDA）があげられ

る。IDA への関心が高まるとともに、連邦政府レベルにおいて1996年の「個人責任就労機関調停法

（Personal Responsibility and Work Opportunity Reconciliation Act）」は、TANF 一括補助金や州の「実

績維持（Maintenance of Effort）」資金を IDA プログラムの事業設立に当てることを認め、TANF や

他の公的扶助の「可算資産（Countable Asset）」の対象外と定めた。その後1998年には、「資産自立

法（Assets for Independence Act）」７ が設立し、1999年度から2007年度まで497の IDA プログラム実施

のために１億5,000万ドルがあてられている（USDHHS）８。　

IDA は、低所得者の資産形成の促進を通し、貧困の予防と貧困から脱することを目的とするプロ

グラムである。対象者は各自個人口座を開設し、その口座へ預金すると、預金に対して連邦、州、

民間などの第３者が一定の割合（例えば、参加者１ドルに対して第３者は２ドル）で上乗せするシ

ステムである。預金の使途は、教育、自宅の購入・修理、退職、小規模ビジネス開業の資金などに

限定されている。プログラムによっては、自動車やコンピュータの購入も認めている。多数のプロ

グラムは、参加者に対して金融リテラシー研修会への参加を義務づけている。また、口座開設者が

低所得のため、公的扶助プログラムへの申請、法律相談、所得税申告、購入・賃貸可能な住宅への

支援も行っている。

2008年の時点では、全米に540以上の IDA プログラムが存在し、73,000を越える IDA 口座が開設し

ている。これまでの参加者は、自宅を購入した人が8,400人、教育目的で使用した人が6,000人、小規

模ビジネスの開業や拡大をした人が5,200人である（CFED, 2011）。IDA 事業は、主に非営利団体に

よって運営されており、口座を開設する金融機関と連携している。運営団体は、参加者は毎月口座
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情報（預金額＋マッチング額＋利子）を金融機関から受け取り、貯蓄額を把握することが可能であ

る（CFED, 2011）。この IDA の利用条件には以下のような要件にまとめられる。

 •  所得要件：保健福祉省が設定している「貧困ガイドライン」の100％から200％、もしく

は、対象地域の中間所得値の65％から85％の世帯を対象とする。

 • IDA 口座への預金要件：「稼労所得」からの収入の一部もしくは全額を預金すること。

 • 現金給付（公的扶助プログラム）も「稼労所得」と見なすが、ギフトは該当しない。

 • 資産要件：自動車、家、貯蓄などは純価値で5,000ドル以下の世帯であること。

 •  クレジット歴： 多額の借金や未支払いが残っている場合は、貯蓄が難しいと見なされプ

ログラムに参加できないこともある。

代表的な IDA 施行事業としては、1997年から2003年まで事業開発協会（Corporation for Enterprise 

Development： CED）が実施した「アメリカン・ドリーム試行事業（American Dream Demonstration: 

ADD）」９ がある。この事業は、低所得のワーキングプアをターゲットとした資産形成を奨励する事

業であった。政府と民間資金から支援をうけた全米の13非営利団体が14の独立した事業を運営した

ものである。ADD へは、合計2,353 人が口座を開設し、平均で26 ヶ月間参加している。参加者の約

80％が女性で、人種別にみるとアフリカ系が47％、白人が37％、ヒスパニック系９％、ネイティブ・

アメリカン３％、アジア系が２％でその他が３％であった。参加者の属性として、78％がフルタイ

ムかパートタイムで就労しており、84％が高校を卒業し、24％は大学教育を受けている参加者であっ

た。また、参加者の49％が未婚者（うち86％は子どもを扶養している母子世帯）である。プログラ

ムのマッチング率は、１：１から７：１（本人の貯蓄１ドルに対して団体が７ドル拠出）と幅広く、

最も多かったのは１：２で52％の参加者が対象となっていた。シュレイナーら（2005）は ADD 事業

評価を以下のようにまとめ、この結果から低所得者も貯蓄することができることを支持している。

 • 参加者の月平均貯蓄額： ＄20.71ドル。

 •  平均マッチング率の約２：１の参加者の貯蓄額：月平均約58ドル、年間の平均貯蓄額は

691ドル。

 •  資金の使途： マイクロエンタープライズの起業26％住宅修繕22％、中等後教育21.5％、住

宅取得20.9％、老後のため７％、職業訓練２％。

貯蓄率に関しては、IDA 参加者の人種間による貯蓄格差があることを指摘した上で、今後、アフリ

カ系とネイティブ・アメリカンについてその要因に関する調査の必要性を述べている。また、対象

者の貯蓄額と IDA のマッチングの比率、貯蓄額の設定、貯蓄機関、金融リテラシー教育などの要因

が関係していること及び IDA は個人サービスを提供するため高費用であることなども指摘してい

る。

2003年からは、11財団から助成金を受け「教育・起業・頭金のための貯蓄（Savings for Education, 

Entrepreneurship, and Downpayment: SEED）」10 を開始している。また、2008年には SEED の一環事業

として児童の養育・発達を支援するための「オクラホマ州において「SEED for Oklahoma Kids

（SEED OK）」口座を開設した。事業の対象となるのは、子どもを持つ2,700組の両親を無作為抽出

し、２つのグル―プ（実験とコントロール）にわけた実験デザインの調査方法を用いる。実験グルー

プは口座に1,000ドルを受けとり、さらに所得要件を満たす親は毎年最大250ドルを４年間受け取る
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ことができる。今後この２つのグループに対して、（１）親の貯蓄、（２）子どもの教育に対する親

の態度や姿勢、（３）子どもの教育に対する意欲、（４）子どもの初期段階での成績、（５）子どもの

知識、認知や行動面での発展などの項目を比較する追跡調査の実施が予定されている（Sherraden & 

Clancy, 2008）。

また、CFED が全米の350IDS 事業を対象としたアンケート調査によると、これまで２万人以上が

IDA事業に参加し、現在約１万３千人が口座を開設している。現在のアメリカにおける IDA事業は、

財源、マッチング率、要件、事業のあり方など実施団体によって異なっている（CFED, 2011）。

（３）　諸外国の動向
アメリカから試行的に始まった資産ベースの福祉政策に関心を寄せる国々は増えてきている。例

えば、イギリス（Savings for All, Saving Gateway）、カナダ（Learn$ave）、中国（New Pension 

System）、香港（Mandatory Provident Fund）、シンガポール（Retirement Financing）、台湾（Family 

Development Accounts）、韓国などで現在検討中であるか、すでに導入している11。さらに、サブ・

サハラアフリカにおける貧困緩和戦略としても模索されている（Ssewamala, Sperber, Zimmerman, & 

Karimli, 2010）。このような取り組みの中で、特にイギリスと韓国の取り組みについて簡単に説明し

たい。 

イギリス

イギリスでは以前から社会的に脆弱なグループは高利子のマネーレンダーからしか借金できな

い、銀行口座が開設できないなど様々なファイナンシャル・サービスから排除されてきたという点

が指摘されてきた。2001年にブレア政権は、「すべての人々に貯蓄を（Savings for All）」をスローガ

ンとして、政府が貧困者を対象とする貯蓄形成プログラムの実施を発表した（Cramer, 2007）。一つ

は、2005年４月から開始された新生児を対象とする貯蓄口座「チャイルド・トラスト・ファンド

（Child Trust Fund: CTF）」12 である。残念なことにこのプログラムは財政的問題のため2010年８月か

ら段階的に廃止されることが決定され、最終的には2011年１月１日に廃止される結果となった。そ

れに変わって策定されたのがジュニア ISA（Junior ISA）と呼ばれる新プログラムである。このプロ

グラムの内容は CTF とほぼ同じで子どもが18歳になるまの貯蓄が非課税である。最大の違いは、政

府からの拠出がなくなった点にある。もう一つは、2010年から実施されている16歳から64歳までの

低所得者を対象とする「セービング・ゲートウェイ（Saving Gateway：SG）」である。SG の名義者

の拠出に対して政府が１：１の割合でマッチングを行うプログラムで、18 ヶ月は口座を閉じること

はできず、マッチングも18 ヶ月を満了しなければ受け取ることもできない。アメリカのパッチワー

ク的性格の IDA プログラムと比較すると、政府のイニシアティブの基で資産ベースを普遍的な福祉

政策として実施している点が大きく異なっている（斉藤、2006）。イギリスでは、社会的包摂の戦略

として捉えようとしている。

韓国

2006年11月には韓国において「社会政策のパラダイムシフト：資産形成と子ども開発口座の可能

性」をテーマとする国際会議が開催され、基調講演はシェルダン教授によるものであった。会議を

通して関心が高まるとともに活発な議論の結果、翌年４月には韓国政府は「子ども開発口座」を実

施することを決定した。この口座の利用資格は、児童福祉の対象もしくは障害施設に入所している

０歳から17歳までの子どもで、18歳になると口座にアクセスすることができる内容となっている。
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政府による預金のマッチング率は、1 : 1で毎月30ドルの拠出を上限としている。この預金の使途は、

教育、家、小規模ビジネス、医療、結婚費用に限定されている。2010年２月の時点で、資格を満た

す子どもの約87％（35,474人）がこの口座を開設したと推測されている。さらに、韓国ソウル市では

2008年から「ソウル希望プラス預金プロジェクト（Seoul Hope Plus Savings Accounts）」13 と呼ばれる

プログラムが実施されている。これは、政府、民間、NPO が連携して３年間の試行プログラムとし

て実施しており、すでに２万口座が設けられている。現在の参加者の69％は、１人親世帯もしくは

障害を持つメンバーのいる世帯である。2010年には更に１万口座を増やす目標を掲げ、全国レベル

での展開が予定されている。

Ⅵ．おわりに

今後、アメリカ国内において低所得層やその子どもたちを対象とする資産ベースの福祉政策が貧

困削減の戦略として普遍化されていくのだろうか。1980年以降、政府の資産形成政策の恩恵を受け

てきたのは持ち家や既に資産を蓄積している中・高所得層はさらに大きな収益を得ることができ、

必然的に所得格差を上回る資産格差を生み出した。資産ベースの福祉は、この悪循環を断ち切り、

これまで社会的に排除されてきた貧困層へも資産形成のチャンスを与え、社会的に包摂しようとす

る意図があり、このような社会政策の必要性を主張している。資産を所有していることは、多様な

リスクに対して対処できるクッションがあること意味する。同時に、社会的、経済的、社会的、心

理的など多様な側面にポシティブな効果を与え、長期的な人生設計にかかわる様々なライフチャン

スを掴みとる機会を持て、その実現のための意欲、やる気、希望、夢を養うことを可能にする、と

推進者は主張している。このような効果が期待される資産ベース福祉政策は、これまでの主流であ

る「治療的」福祉政策を補完し、「予防的」「社会開発的・開発型」福祉への新たな社会政策の一方

向性を示しているといえよう。それまで人生の早期の時点で社会的に排除されてきた人々を対象と

し、資産形成や経済活動への参加を通して人生におけるライフチャンスを与えようとする試みであ

る。この点から、資産ベースの福祉は社会開発的貧困削減アプローチだといえるだろう。しかし、

アメリカの現実をみると、オバマ政権は赤字削減を目的とした低所得者向けの自立支援の補助金や

光熱費カットなどの多岐におよぶ福祉カットが進められ、政府の貧困や格差に歯止めをかける積極

的な政策は期待できないだろう。その一方で、NPO や私的セクター主導で実施されてきた資産ベー

スの福祉政策が今後どのように展開されていくのか、その他諸国の動向も含めて注目していきた

い。

日本では、ごく少数の貧困研究者によって資産ベースの福祉政策が取り上げられているだけで、

この分野に関する研究は蓄積されていない。政策レベルにおいても、低所得者層の資産形成に関す

る議論は行われていない状況である。貧困および格差の拡大が深刻化する状況を踏まえると、アメ

リカやその他諸国における「資産ベースの福祉」政策は、貧困緩和政策の幅を広げる視点からも日

本にも大いに参考となる取り組みだと考えられる。例えば、働いていても貧困率が突出している母

子世帯の子どもの教育、住宅資金、将来への投資（職業訓練や大学教育）のための貯蓄形成の支援

など日本型 IDA 事業の構築に向けた議論が展開されることを期待したい。
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注

１ カトリーナがもたらした被害は、単なる自然災害ではなく生存者への救済の遅れやその内容の

貧弱さから人災だとも呼ばれている。

２ アメリカに次いで、日本15.7％、韓国15.0 ％、オーストラリア14.6％，スペイン13.7％，ポルト

ガル13.6％、イタリア11.4％、カナダ11.4％、イギリス11.3％と続く。OECD 平均は、11.1 ％であ

る。一方、相対的貧困率が低い国は、チェコスロバキア5.4％、デンマーク6.1％、ハンガリー

6.4％、アイルランド6.5％、オーストリア7.2％、オランダ7.2％、フランス7.8％、ノルウェー

7.8％、フィンランド7.9％、スウェーデン8.4％、スイス8.7％、ドイツ8.9％の順となっている。

３ シェルダン教授は、「資産ベース福祉」の貢献から2010年米タイム誌「世界で最も影響力のある

100人」に選ばれている。

４ アラスカ州27,940ドル、ハワイ州25,710ドルである。HSS のホームページ参照。

 http://aspe.hhs.gov/poverty/11poverty.shtml（2011年５月30日アクセス）

５ ワシントン大学社会開発センター「資産形成」ホームページ参照。

 http://csd.wustl.edu/AssetBuilding/overview/Pages/default.aspx（2011年５月15日アクセス）

６ 資産形成を支援した政策として、1862年に制定された「ホームステッド法（Homestead Act）」と

1944年に施行された GI 法（GI Bill of Rights）があげられる。

７ 保健福祉サービス省の地域サービス局が担当している。

 詳細は http://www.acf.hhs.gov/programs/ocs/afi/assets.html

８ http://www.acf.hhs.gov/programs/ocs/afi/assets.html（2011年３月23日アクセス）

９ ワシントン大学社会開発センターの ADD 事業ホームページを参照。

 http://csd.wustl.edu/AssetBuilding/Pages/AmericanDreamDemonstration.aspx

10 SEED のホームページを参照。http://www.acf.hhs.gov/programs/ocs/afi/assets.html

11 斎藤拓（2006）および雑誌『Social Development Issues』の2003年第25巻１／２号と2006年第28

巻２号は、「Asset Building（資産形成）」の特集を組んでおり諸外国における動向や事例が掲載

されており参考となる。

12 財源の問題により CTF は2010年８月から段階的に廃止されることが決定された。
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